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〇 もうかる漁業創設支援事業実施要領（平成21年4月1日付け20水管第2906号水産庁長官通知）の一部改正新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

第１  実証事業の実施 

水産業体質強化総合対策事業費補助金交付等要綱（令和４年

３月２８日付け３水推第１４３３号農林水産事務次官依命通

知。以下「交付等要綱」という。）第３の１の（２）のアに基づ

く実証事業の実施は、水産庁長官が別に定めるところによるほ

か、以下によるものとする。 

 

１  実証事業の趣旨 

（１）～（４） （略） 

（５）マーケットイン型養殖業等実証事業 

マーケットイン型養殖業等実証事業は、以下の実証の取組

を行うことにより、マーケットイン型養殖経営（需要の量・

質の情報を能動的に入手し、需要に応じた計画的な生産を行

う経営体又はその経営体を含む養殖バリュー・チェーンが行

う養殖業）を推進し、国際競争力を備えた養殖業への転換を

促進しようとするものである。 

ア マーケットイン型養殖経営を推進するための取組を行

う養殖経営体（複数の養殖経営体等で構成されるグループ

を含む。以下同じ。）による、認定養殖業改善計画、認定養

殖業再建・改善計画又は承認養殖業再建計画に基づく資

材・機材等の導入による生産性向上又は収益性向上のため

の実証 

第１  実証事業の実施 

水産業体質強化総合対策事業費補助金交付等要綱（令和４年

３月２８日付け３水推第１４３３号農林水産事務次官依命通

知。以下「交付等要綱」という。）第３の１の（２）のアに基づ

く実証事業の実施は、水産庁長官が別に定めるところによるほ

か、以下によるものとする。 

 

 １  実証事業の趣旨 

（１）～（４） （略) 

（５）マーケットイン型養殖業等実証事業 

マーケットイン型養殖業等実証事業は、以下の実証の取組

を行うことにより、マーケットイン型養殖経営（需要の量・

質の情報を能動的に入手し、需要に応じた計画的な生産を行

う経営体又はその経営体を含む養殖バリュー・チェーンが行

う養殖業）を推進し、国際競争力を備えた養殖業への転換を

促進しようとするものである。  

ア マーケットイン型養殖経営を推進するための取組を行

う養殖経営体（複数の養殖経営体等で構成されるグループ

を含む。以下同じ。）による、認定養殖業改善計画又は承認

養殖業再建計画に基づく資材・機材等の導入による生産性

向上又は収益性向上のための実証  
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イ・ウ （略） 

 

２・２－２ （略） 

 

２－３ 実証事業の内容（第１の１の（５）のアの事業） 

 （１）事業実施者（交付等要綱第３の１の（１）のアの（ウ）の

（ⅲ）に規定する養殖業改善計画若しくは養殖業再建・改善

計画の認定を受けた又は同項に規定する養殖業再建計画の

承認を受けた養殖経営体をいう。以下同じ。）は、認定養殖

業改善計画、認定養殖業再建・改善計画又は承認養殖業再建

計画に基づいて資材・機材等を導入し実証事業に取り組む。 

（２）事業実施者は、認定養殖業改善計画にあっては実証事業の

期間を含む３連続事業期間の各終了後、認定養殖業再建・改

善計画又は承認養殖業再建計画にあっては事業期間の終了

後、導入した資材・機材等による生産性向上又は収益性向上

の効果を事業主体に報告する。その際、必要に応じて関係機

関を経由することができる。 

（３） （略） 

 

２－４～３ （略） 

 

３－２  事業期間（第１の１の（５）のアの事業）  

認定養殖業改善計画にあっては、養殖の開始から出荷までの

期間を１事業期間とし、資材・機材等の導入から起算して３事

業期間実施するものとする。ただし、５年を超えて事業を実施

することはできない。なお、補助の対象となる資材・機材等を

イ・ウ （略） 

 

２・２－２ （略） 

 

２－３ 実証事業の内容（第１の１の（５）のアの事業） 

（１）事業実施者（交付等要綱第３の１の（１）のアの（ウ）の

（ⅲ）に規定する養殖業改善計画の認定を受けた又は同項に

規定する養殖業再建計画の承認を受けた養殖経営体をいう。

以下同じ。）は、認定養殖業改善計画又は承認養殖業再建計

画に基づいて資材・機材等を導入し実証事業に取り組む。 

   

（２）事業実施者は、認定養殖業改善計画にあっては実証事業の

期間を含む３連続事業期間の各終了後、承認養殖業再建計画

にあっては事業期間の終了後、導入した資材・機材等による

生産性向上又は収益性向上の効果を必要に応じて関係機関

を経由して事業主体に報告する。 

 

（３） （略）  

 

 ２－４～３ （略） 

 

 ３－２  事業期間（第１の１の（５）のアの事業）  

認定養殖業改善計画にあっては、養殖の開始から出荷までの

期間を１事業期間とし、資材・機材等の導入から起算して３事

業期間実施するものとする。ただし、５年を超えて事業を実施

することはできない。なお、補助の対象となる資材・機材等を
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導入した際に養殖期間の半分を経過している等、資材・機材等

導入時点からでは、導入による１事業期間目の事業効果を検証

できないと判断される場合には、次の養殖の開始時点を１事業

期間目の起算点とするものとする。  

また、認定養殖業再建・改善計画又は承認養殖業再建計画に

あっては、資材・機材等の導入から起算して１事業期間実施す

るものとする。ただし、３年を超えて事業を実施することはで

きない。 

 

 ３－３～７－２ （略） 

 

 ７－３  手続等（第１の１の（５）のアの事業）  

（１）事業実施計画の承認等  

ア （略) 

イ 事業主体は、次の要件が満たされていると認める場合に

は、アの当該実施計画を承認するものとする。また、当該

事業が、輸出の促進、輸入水産物からの国内市場の維持、

中小・沿岸漁業の生産基盤の強化等により、我が国水産業

の競争力強化に資すると認める場合は、当該実施計画の承

認において、その旨を明記するものとする。  

（ア）認定養殖業改善計画、認定養殖業再建・改善計画又は

承認養殖業再建計画に沿った内容であること。  

（イ）～（キ） （略) 

ウ （略） 

（２）実施状況の報告等  

ア （略） 

導入した際に養殖期間の半分を経過している等、資材・機材等

導入時点からでは、導入による１事業期間目の事業効果を検証

できないと判断される場合には、次の養殖の開始時点を１事業

期間目の起算点とするものとする。  

また、承認養殖業再建計画にあっては、資材・機材の導入か

ら起算して１事業期間実施するものとする。ただし、５年を超

えて事業を実施することはできない。 

 

 

３－３～７－２ （略） 

 

 ７－３  手続等（第１の１の（５）のアの事業）  

（１）事業実施計画の承認等  

ア （略） 

イ 事業主体は、次の要件が満たされていると認める場合に

は、アの当該実施計画を承認するものとする。また、当該

事業が、輸出の促進、輸入水産物からの国内市場の維持、

中小・沿岸漁業の生産基盤の強化等により、我が国水産業

の競争力強化に資すると認める場合は、当該実施計画の承

認において、その旨を明記するものとする。  

（ア）認定養殖業改善計画又は承認養殖業再建計画に沿った

内容であること。  

（イ）～（キ） （略） 

ウ （略） 

（２）実施状況の報告等  

ア （略） 
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イ 事業実施者は、認定養殖業改善計画の策定期間中、認定養殖

業改善計画に基づく各事業期間又は認定養殖業再建・改善計

画若しくは承認養殖業再建計画に基づく事業期間が終了し

た年の会計処理完了後６０日以内に、別紙様式第３－２号

（認定養殖業改善計画にあっては１から３事業期間終了ご

と、認定養殖業再建・改善計画又は承認養殖業再建計画にあ

っては事業期間終了後）により当該期間の資材・機材等の導

入効果をとりまとめた実証結果報告書（収支計算書を添付）

を作成し、事業主体に提出するものとする。その際、必要に

応じて関係機関を経由することができる。 

 

 ７－４・７－５ （略） 

 

第２－２  助成金の交付等（第１の１の（５）のアの事業） 

交付等要綱第３の１の（２）のアの（ウ）及び（エ）に規定

する助成金については、その交付は以下によるものとする。 

 

１  助成金の申請  

（１） （略） 

（２）事業主体は、事業実施者が、認定養殖業改善計画、認定養

殖業再建・改善計画又は承認養殖業再建計画に記載した資

材・機材等を導入する際の費用を対象に、事業実施者へ１／

２以内の金額を助成する。また、資材・機材等の助成の上限

額は5,000万円以内とする。 

（３）・（４） （略） 

 

イ 事業実施者は、認定養殖業改善計画の策定期間中、認定

養殖業改善計画に基づく各事業期間又は承認養殖業再建

計画に基づく事業期間が終了した年の会計処理完了後６

０日以内に、別紙様式第３－２号（認定養殖業改善計画に

あっては１から３事業期間終了ごと、承認養殖業再建計画

にあっては事業期間終了後）により当該期間の資材・機材

等の導入効果をとりまとめた実証結果報告書（収支計算書

を添付）を作成し、必要に応じて関係機関を経由の上、事

業主体に提出するものとする。 

 

 

 ７－４・７－５ （略） 

 

第２－２  助成金の交付等（第１の１の（５）のアの事業） 

交付等要綱第３の１の（２）のアの（ウ）及び（エ）に規定

する助成金については、その交付は以下によるものとする。 

 

 １  助成金の申請  

（１） （略） 

（２）事業主体は、事業実施者が、認定養殖業改善計画又は承認

養殖業再建計画に記載した資材・機材等を導入する際の費用

を対象に、事業実施者へ１／２以内の金額を助成する。また、

資材・機材等の助成の上限額は5,000万円以内とする。 

 

（３）・（４） （略） 
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２ （略） 

 

【別記様式第１－４号】  

 

もうかる漁業創設支援事業実施計画申請書 

  

番    号  

年 月 日  

  

事業主体の長 殿  

  

住         所  

名称及び代表者の氏名  

 

年  月  日付けで認定を受けた養殖業改善計画（認定養殖業

再建・改善計画又は承認養殖業再建計画）に基づき、もうかる漁業

創設支援事業のうち、もうかる漁業創設支援事業実施要領（平成２

１年４月１日付け２０水管第２９０６号水産庁長官通知。以下「実

施要領」という。）第１の１の（５）のアの実証事業を実施したい

ので、実施要領第１の７－３の（１）のアの規定に基づき承認を申

請します。 

  

記 

 

１．～４． （略） 

 

２ （略） 

 

【別記様式第１－４号】  

 

もうかる漁業創設支援事業実施計画申請書 

  

番    号  

年 月 日  

  

事業主体の長 殿  

  

住         所  

名称及び代表者の氏名  

 

年  月  日付けで認定を受けた養殖業改善計画（又は承認養

殖業再建計画）に基づき、もうかる漁業創設支援事業のうち、もう

かる漁業創設支援事業実施要領（平成２１年４月１日付け２０水管

第２９０６号水産庁長官通知。以下「実施要領」という。）第１の

１の（５）のアの実証事業を実施したいので、実施要領第１の７－ 

３の（１）のアの規定に基づき承認を申請します。 

 

  

記 

 

１． ～４． （略） 
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附 則 

１ この通知は、令和８年８月２８日から施行する。 

２ この通知の施行の際現にあるこの通知による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、この

通知による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この通知の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

５．実証項目  

※ 認定養殖業改善計画、認定養殖業再建・改善計画又は承認養

殖業再建計画に記載された取組の内容を記載すること（別紙の

添付でも可）。  

  

６．・７． （略） 

（備考）  

１．認定養殖業再建・改善計画又は承認養殖業再建計画につい

ては第２事業期間及び第３事業期間の記載を要しない。  

２．（略）  

５．実証項目  

※ 認定養殖業改善計画に記載された取組の内容を記載すること

（別紙の添付でも可）。  

 

  

６．・７． （略） 

（備考）  

１．承認養殖業再建計画については第２事業期間及び第３事業

期間の記載を要しない。  

２．（略） 
  


